















































































しい指針が打ち出されてきた。米国では 1999年に“Standards for Foreign Language Learning 
in the 21st Century”[7],オーストラリアでは 2005 年に“National Statement for Language 
Education in Australian Schools 2005-2008”[8]と,日本語教育の盛んな国々でも新しい潮流
を汲んだ外国語教育の方針が打ち出されている。その中で文化の扱いは以前よりも重く,他の知
識や技能の習得と同等になっていることが注目される。中でも,もっともよく引き合いに出され
るのは米国の“Standards for Foreign Language Learning in the 21st Century”において,外
国語学習の目標として設定すべきものとされている５C,すなわち,コミュニケーション





の教授法（ Task-Based Language Teaching）を経て内容重視型教授法（ Content-Based 




































して豊かさ志向が正確さ志向よりも強かったと言える。10 年度の 2014-2015 年度にはさらにそ






















2006 54.8  ＊ 12.2 7 42.7  ＊ 20.2 27 12.9 12.9 14.7 53.1  ＊  ＊ 22.5 5.6  ＊ 9.3  ＊ 21.2 
2009 47.4 50.6 25.6 21 58.1 25.7 35 42.6 17.9 25.2 21 55.1  ＊  ＊ 32.9 11.6 18.7 15.1 31.4 9.3 
2012 49.7 54 24.1 21.4 62.2 26.6 34 42.3 18.4 28.6 20.4 55.5  ＊  ＊ 32.4 11.3 19.1 9.6 35.3 2.1 
2015 46.5 63.6 16.8 25.5 51.8 23.3 43 38.7 15.4 32.6 13.8 ＊ 13.7 21.2 22.8 12.6 15.6 8.7  ＊  ＊ 











































































































































































































































研究者とで SNS,メーリングリスト等の手段を通じて協力者を募った。そして,最終的に 39 名の
日本語教師から回答が得られた。39 名の属性は日本語母語話者と非母語話者教師のカテゴリー
に分けて表１と表２に示した通りである。 
日本語母語話者教師は 34名(調査協力者全体の中の 87.2%,以下の%表示も同様),そのうち 5年
以上の教歴を持つ者が24名(61.5%),教えている地域としては日本が最も多く 25名(64.1%),大学
生を対象に教えている教師が 23名(59.0%)で,日本語学校生対象が 6名(15.4%)と続き,以下,表 1
に示すとおりである。 
一方,非母語話者教師の調査協力者は 5 名(12.8%)で,英語母語話者が 2 名,中国語,ロシア語,
シンハラ語母語話者が各 1名ずつ,教育歴は 4名が 5年以上のベテランで,教えている地域は日本











表 1 調査協力者の属性（１）日本語母語話者教師 34名の内訳 
教育歴(人) 教えている地域(人) 教授対象(重複回答) (人) 
０年～1年 2 日本 25 大学生 23 
１年～3年 3 アメリカ 4 日本語学校生 6 
３年～5年 5 カナダ 2 高校生 2 
5年以上 24 中国 1 中学生 1 
  ベトナム 1 小学生 4 
タイ 1 幼児 2 
  地域在住外国人 3 
 
表２ 調査協力者の属性（２）日本語非母語話者教師 5名について 
母語 教育歴 教えている地域 教授対象 
英語①  5年以上  アメリカ  大学生,高校生 
英語②  5年以上  カナダ  大学生 
中国語  3年～5年  日本  大学生 
ロシア語  5年以上  ウクライナ  大学生,社会人, 
高校生,中学生,
小学生 
シンハラ語  5年以上  スリランカ  大学生 





  質問 B：【質問Ａで「はい」とお答えになった方へ】 
それは具体的にはどんな文化体験学習ですか（例：茶道／おりがみ等）。 
  質問 C：質問Ｂの日本文化体験学習の目的は何でしたか。／その活動を通して,あなたが学習
者に伝えたいと思ったことは何ですか。 
  質問 D：質問Ｂの文化体験学習を行った際の学習者からの反応はどうでしたか。その原因とし
てはどんなことが考えられますか。 
  質問 E：【質問Ａで「いいえ」とお答えになった方へ】 
伝統文化の体験学習をしない（あるいはできない）理由は何ですか。 















表 3 回答に記述された語彙の出現回数（上位 50語） 
抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 
文化 73 なる 18 自分 12 行事 8 意識 6 
する 71 日本人 17 授業 12 持つ 8 楽しい 6 
日本 59 書道 16 興味 11 いう 7 感じる 6 
ない 38 できる 15 ん 10 活動 7 漢字 6 
体験 36 学生 14 習慣 10 考える 7 機会 6 
学習 27 学生 14 マナー 9 出来る 7 経験 6 
思う 27 作る 14 茶道 9 触れる 7 作法 6 
日本語 22 生活 14 楽しむ 8 いる 6 着付け 6 
ある 21 伝統 14 教える 8 ない 6 料理 6 












表 4 各質問に対する回答に現れた上位語 







































































































表 5 文化体験学習実践経験の有無 
 文化体験の実践経験あり(人)    文化体験の実践経験なし （人）   
母語話者教師 27 7 
非母語話者教師 2 3 
合計 29 10 
 
表 6 教授対象者別に見た文化体験学習実践経験の有無 







大学生 18 10* 
日本語学校生 6  
高校生 2* 1* 
中学生  1* 
小学生 4* 1* 
幼児 2*  
日本在住外国人 3  








選択するものである。表 7 に見られるように,全体として「必要がある」と回答した教師は 35
名(89.7%),「どちらでもよい」が 4名(10.3%)で,「必要はない」と考える教師は存在しなかっ
た。実践経験のない教師 10名(25.6%)のうち 9名(23.1%)が「学ぶ必要がある」を選択した。 
 
表 7 学習者は伝統文化を知る必要があると思うか 
 必要がある（人） どちらでもよい（人） 必要はない（人）  
実践経験あり 26 3 0 
実践経験なし 9 1 0 












































表 8 教師たちが実践している伝統文化体験学習の種類 
順位 活動 回答数 順位 活動 回答数 




2 折り紙 10 
3 着物着付け,料理 9 
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